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本研究では，徳島県全域を対象とした内水氾濫解析と，その結果を基にした治水経済調査により内水被害額を

算定する．内水氾濫解析では堤外流出量に新規整備を想定した排水機場の排水能力を加えた内水氾濫解析も同

時に実施し，整備前後の被害額の差額を排水機場整備による便益とした．その便益と排水機場整備にかかる費用

関数とを用いた費用対効果分析を行い，損益分岐点を求めた．この損益分岐点についての，気候変動(現況，気

温2℃上昇，気温4℃上昇)を想定した場合と，景気変動(割引率が3.10％，3.91％，4.00％)を想定した場合の感度

分析を行った．その結果，景気変動の方が気候変動より22倍，損益分岐点の振れ幅が大きいため，排水機場の費

用対効果の評価にあたっては，割引率の設定に留意することが重要であることがわかった． 
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1. はじめに 

 

 近年，地球温暖化の影響により内水被害リスクが増大して

いる．一方，少子高齢化による社会保障費の増大や景気低

迷による税収の不足により，災害対策にあてる予算が限られ

ている．そのため，効率的な予算執行による災害対策が求め

られており，費用対効果を考慮し，増大するリスクに備える災

害対策施設を整備することが重要である． 

 そこで，大谷ら1)は毎年発生する費用と便益を現在価値化

する割引率により，公共事業の費用対効果が大きく変動する

可能性を指摘している．また，割引率の設定について，絶対

的な手法のない中で，割引率の不確実性に対処するために，

割引率の感度分析を主要先進国では実施していることを調

査している．一方，時岡ら2)はこれまでの河川整備基本方針

の検討にあたっては，計画規模以上の超過洪水時の被害軽

減を考慮していなかったが，治水対策により超過洪水時の被

害軽減効果が異なることを示している．また，気候変動による

計画降雨量の変化量まで費用対効果分析を行うことにより治

水対策の効果を評価可能であることを示している． 

 本研究では，徳島県全域を対象とした，現況と排水機場が

新規に整備された場合を想定した内水氾濫解析を行う．そ

れら氾濫解析結果に対し，治水経済調査を行い，建物と家

財についての被害額を算定する．現況と排水機場が新規に

整備された場合との被害額の差額を，排水機場整備による

便益とし，排水機場整備の費用との比をとることにより，排水

機場整備の費用対効果分析を行った．費用対効果の指標と

して，費用対効果の算定の際に現れた損益分岐点を採用し，

損益分岐点について感度分析を行った．感度分析あたって

は，気候変動により気温が2℃上昇し降雨量が1.1倍になった

場合と，4℃上昇し降雨量が1.3倍になった場合を想定した3)．

その際に超過洪水時を考慮するために，1.1，2，3，5，10，20，

50年確率雨量だけでなく，100，500年確率雨量を考慮した．

また，景気変動については，我が国で採用されている割引率

を4.00％とした際の根拠とした既往の指針4)を参考に，3.10％

と3.91％，および採用値4.00％の3ケースを想定し，感度分析

を行った．これら気候変動と景気変動による排水機場整備の

損益分岐点の感度分析から，それら変動による損益分岐点

の振れ幅を評価し，割引率設定の重要性を考察する． 
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図-1 研究の流れ 

 

2. 本研究で用いた手法 

 

(1) 研究の流れ 

研究の流れを図-1 に示す．まず，堤内地を平面二次

元不定流解析，堤外排水を準線形貯留型関数モデルで構

成した徳島県全域の内水氾濫モデルを構築した 5)．次に，

平成 16年台風 23号(以下，H16T23という．)の降雨波形

を引伸・引縮し，7 ケースの確率評価された降雨波形に

よる内水氾濫解析から得られた最大浸水深分布をもとに，

治水経済調査に基づく被害額算定を行った．被害額に生

起確率を乗じた降雨規模別年平均被害額を累計し，建物

と家財の年平均被害額を算定する．内水氾濫解析におい

ては，現況に加え，強制排水時に新規に 5, 10，20，

40m3/s の排水能力を持った排水機場を建物占有率が

3.0％以上の 51 小流域 6)において整備した場合を想定し

た 4ケースの計算を行い，現況と排水機場整備を想定し

た場合との被害額の差額を排水機場整備における便益と

した．本研究では内水氾濫を想定していることから，排

水機場は下水部局の指針 7)に準拠することとした．この

指針 7)には，排水機場整備における建設費と維持管理費

の費用関数が記載されており，その関数を用いて排水機 
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図-2 内水氾濫モデルの概念 5) 

 

場整備の費用とした．これら排水機場の便益と費用の比から

費用対効果分析を行い，損益分岐点を求めた．そして，損益

分岐点における気候変動と景気変動についての感度分析を

行った．  

 

(2) 内水氾濫モデル 

内水氾濫モデルの概念図 5)を図-2に示す．この内水氾濫

モデルは，二次元不定流モデル（地表面）に準線形貯留型

モデル(堤外排水)を結合することにより構築されている．準線

形貯留型モデルを用いると，流末に到達した流量を算定す

ることができる．本研究では，準線形貯留型モデルを用い，

地表面から流路への流出量を算定する．堤内地に整備され

ている流路は集水域全体に張り巡らされていることが多く，地

表面から流路に流出する現象は，下流端だけでなく集水域

全体で生じることが想定される．そのため，準線形貯留型モ

デルで算定された集水域の下流端に到達した流量分の水

量を，集水域全体の浸水深から一定割合を差し引くことによ

り，地表面から流路に流出する現象をモデル化した．なお，

流路に流入した氾濫水が再び地表面に溢れ出す現象は外

水氾濫と考えられる．本研究では内水氾濫のみを対象とした

ため，再び流路から地表面に溢れ出す現象は扱わない解析

モデルとなっている．詳細については著者らの研究 5)に記載

されている．本研究では，上記現況ケースに加え，強制排水

時に新規に 5, 10，20，40m3/s の排水能力を持った排水機場

を建物占有率が 3.0％以上の 51小流域 6)に対し整備した場

合を想定した 4 ケースの計算を行った．この 4 ケースは，内

水氾濫モデルのうえで，図-2 中の「Ⅲ堤外流出モデル 強制

排水時」において，5, 10，20，40m3/s の排水量を現況排水量

に加算した計算によって行われ，これらを新規排水機場整備
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したケースとした．建物占有率が 3.0％以上とすると，徳島県

に存在する全 8 市の中心市街地を対象とすることができるた

め，建物占有率が 3.0％以上の 51小流域を対象とした． 

 

(3)  治水経済調査に基づく被害額算定 

 内水被害額の算定にあたっては，治水経済調査マニュア

ル 8)を参照した．被害額に生起確率を乗じた降雨規模別年

平均被害額を累計し，年平均被害額を算定した．現況と新

規に 5, 10，20，40m3/sの 4ケースの排水能力を持った排水

機場整備を想定した場合との被害額の差額を排水機場整備

における便益とした． 

 

(4) 排水機場整備の費用 

 下水部局の指針 7)に記載されている，排水機場整備にお

ける建設費と維持管理費の費用関数を，式(1),(2),(3),(4)に示

す．本研究では式(1),(2),(3),(4)を用いて排水機場整備の費用

とした． 

 

( )0.60
1 285.5 108.7 76.1C Q C C= = +                   (1) 

( )0.56
1 39.5 108.7 76.1C Q=                             (2) 

( )0.62
2 46.7 108.7 76.1C Q=                             (3) 

( )0.691.00 108.7 76.1M Q=                             (4) 

 

 ここに，C ：排水機場建設費(百万円)， 1C ：排水機場土木・

建築部分建設費(百万円)， 2C ：排水機場機械・電気部分建

設費(百万円)，M ：排水機場維持管理費(百万円)，排水機

場排水量(m3/min)，108.7：平成29年度暫定治水事業費指数

(治水総合)デフレーター9),76.1：昭和54年度治水事業費指数

(治水総合)デフレーター9) (費用関数は昭和54年度単価で作

成されているため)である． 

別の下水部局の指針10)には，排水機場の土木・建築部分

は耐用年数50年，機械・電気部分は耐用年数15年と記載さ

れている．そこで，本研究では，排水機場建設から50年間に

ついての費用対効果を検討した．また，その50年間において

15，30，45年目に機械・電気部分の更新費(再度建設)を，維

持管理費とは別に計上することとした． 

一方，徳島県徳島市の下水部局が管轄している徳島市中

心部に整備されている排水機は290台あり，総排水量は

18,943m3/minである11)．そのため，徳島市の平均的な排水機

の能力は1.09m3/s(=18,943/60/290)と考えられる．この290台のう

ち0.50m3/s以上2.00m3/s未満の排水機は102台あり，全体の

35％を占める11)．本研究では，この平均的な排水機の能力

(1.09≒1m3/s)を参考し，5m3/sの排水能力を持った排水機場を

整備を想定する場合は1m3/sの排水機を5台，10m3/sの排水能 
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図-3 流出係数の重み付け係数の同定 

 

力を持った排水機場を整備を想定する場合は1m3/sの排水機

を10台，20m3/sの排水能力を持った排水機場を整備を想定す

る場合は1m3/sの排水機を20台，40m3/sの排水能力を持った

排水機場を整備を想定する場合は1m3/sの排水機を40台を整

備することを想定した．これは，突発的な故障により一部排水

機が機能不全に陥っても，他排水機が機能し浸水を低減(機

能不全リスクを分散)させる効果があると考えられる． 

 

 

3.  徳島県全域での適用 

 

(1)  対象地区と対象降雨 

 本研究で対象とした地区は，徳島県全領域(4,146km2) であ

り，この領域を25mメッシュに分割し氾濫解析を行った．徳島

県では徳島市中心部では下水管渠を通じポンプ排水を行っ

ているものの，それ以外の郊外部と他市町村では下水整備

は行われておらず，下水排水機場は整備されていない状況

である．本研究で対象した降雨波形は，徳島県全域で浸水

痕跡が調査12)されているH16T23とした．対象地区が広域であ

るため，気象庁管轄の池田，徳島，穴吹，半田，京上，蒲生

田，福原旭，木頭，日和佐，宍喰の10観測所の位置でティー

セン分割し，それぞれの観測雨量を外力として与えた．管轄

領域において最も人口の多い徳島観測所の観測雨量を一

例として示すと281mmの24時間雨量と，40mm/hrの最大時間

雨量を観測しており，生起確率は1時間雨量で約1.5年，24時

間雨量で約12年である． 

 

(2) 内水氾濫モデルの構築 

 H16T23時の浸水痕跡マップ12)が徳島県により公表されて

いる．このマップには，徳島県において2,844箇所の痕跡水位

が記載されている．本研究では，著者らの研究5)と同様に，こ

れら浸水実績と計算値との比較を行い，流出係数の重み付

け係数を同定した．図-3に計算結果と浸水実績の水位の差

を示す．計算水位と測量水位の差の絶対値を求め，その合

計値を誤差評価値 と定義した．図-3をみると，流出係数の

重み付け係数w=0.45の際に差が最小になり，平均で

10.3cm(=294.12m/2,844箇所)の差があることがわかる．ここで，

0.45 
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図-4 整備される排水機場の小流域内合計排水能力が 

5m3/sにおける便益と費用 
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図-5 整備される排水機場の小流域内合計排水能力が 

40m3/sにおける便益と費用 
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図-6 整備される排水機場の小流域内合計排水能力と 

便益・費用との関係 

 

治水経済調査マニュアルでは，浸水被害率を浸水深0.5m未

満，0.5m以上1.0m未満，1.0m以上2.0m未満，2.0m以上3.0m

未満，3.0m以上の5区分で定義しており，本研究では0.5m未

満は対象外である．この10.3cmは，本研究で対象の4区分の

うち浸水深の最も浅い階級である50cm(0.5m以上1.0m未満)

の20.6％であることから，浸水被害額の算定は妥当と考えら

れる． 

 

 

4. 損益分岐点の算定と感度分析 

 

(1) 損益分岐点の存在 

 整備される排水機場の小流域内合計排水能力が 5m3/sと

40m3/sにおける便益と費用の関係を図-4と図-5に示す．図 

表-1 気候変動による降雨量の増加率 3) 

 

表-2 気候変動に伴う降雨確率の再評価 

192 240 288 341 407 471 554 617 773

現況 1.10 2.0 3.0 5.0 10.0 20.0 50.0 100.0 500.0

気温が２℃上昇 1.09 1.5 2.3 3.8 7.2 13.2 29.2 53.2 237.6

気温が４℃上昇 1.07 1.2 1.5 2.3 3.9 6.6 12.9 21.5 76.1

徳島県全域における
流域平均雨量(mm/24hr)

生起確率
(確率年)

 

 

-4と図-5中の費用は，1年目に排水機場建設費が初期費用

として計上される．さらに，機械・電気部分の更新費が

計上されおり，15, 30, 45年目に不連続に上昇している．

図-4をみると，17年目で便益が費用を上回ることがわか

る．そのため，耐用年数50年内に費用対効果(B/C)は1.0

以上となり，事業は経済的には妥当性が高いと判断できる．

一方，図-5をみると，耐用年数50年内に，便益が費用を

上回ることが無い．そのため，費用対効果(B/C)は1.0未

満となり，経済的には事業妥当性は低いと判断できる． 

 ここで，整備される排水機場の小流域内合計排水能力

と便益・費用の関係(図-6)をみると，整備される排水機

場の小流域内合計排水能力が20.6m3/s以上となると，費

用が便益を上回り，損益分岐点が生じていることがわか

る．損益分岐点が存在することは，排水機場整備のみで

内水対策を行うことに費用対効果の面で限界があること

を示唆している．そのため，排水機場以外の対策オプシ

ョンを組み合わせて，内水対策を行うことが重要と考え

られる． 

 

(2) 気候変動を考慮した感度分析 

 気候変動の感度分析あたっては，気候変動により気温

が 2℃上昇し降雨量が 1.1倍になった場合と，4℃上昇し

降雨量が 1.3倍になった場合を想定した(表-1)3)．なお，

本項の割引率は 4.00％とした．氾濫解析の外力として与

えた各確率年の降雨量の徳島県全域における空間平均を

求め，降雨量が 1.1 倍もしくは 1.3 倍になった際の確率

評価を再度行った(表-2)．この確率評価により年平均被

害額を再評価し，損益分岐点の位置を示したもの(図-7)

をみると，気候変動より降雨量が増大しても，損益分岐

点の位置は概ね変化しないことがわかる．ここで，排水

機場整備の年間便益と降雨の生起確率の関係(図-8)をみ

ると，超過洪水時の生起確率 100，500年を除く，生起確

率 1.1年から 50年までの区間は概ね便益は同額であるこ

とがわかる．そのため，気温上昇に伴う降雨量増大によ

る災害発生確率の変化があっても，上記区間確率(1.1 年

から 50年まで)における排水機場整備による便益が概ね 

20.6m3/s 

17年目 
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図-7 気候変動を考慮した際の損益分岐点の位置 
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図-8 排水機場整備の年間便益と降雨の生起確率の関係 
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図-9 景気変動を考慮した際の損益分岐点の位置 

 

同額である影響が大きく，災害発生確率の変化は損益分岐

点が生じる金額に大きな影響を与えにくいことが，損益分岐

点の位置が概ね変化しない要因と考えられる． 

 

(3) 景気変動を考慮した感度分析 

 景気変動の感度分析にあたっては，割引率が3.10％，

3.91％，4.00％の3ケースを想定し，感度分析を行った．我が

国では割引率を4.00％に採用した根拠として，既往の指針4)

において国債(10年もの)の実質利回りの平均(GDPデフレー

タ割戻後)を参考としたと記載されている(表-3)．同指針4)には，

実質利回りの1991年から1995年の間の値(3.91％)，1986年か

ら1995年の間の値(3.85％)，1993年から2002年の間の値

(3.10％)，1983年から2002年の間の値(3.52％)の4値を参考に

した旨の記載があり，本研究では実際の景気変動により計測

された値として，この4値の最大値(3.91％)と最小値(3.10％)，さ

らに現在採用されている値(4.00％)の3値を感度分析に用い

た．なお，本項では現況の降雨生起確率を用いた． 

表-3 国債(10年もの)の実質利回りの平均4) 
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図-10 気候変動による損益分岐点の振れ幅 
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図-11 景気変動による損益分岐点の振れ幅 

 

 景気変動を考慮した際の損益分岐点の位置(図-9)をみる

と，割引率が小さくなるにつれて，損益分岐点が生じる便益・

費用の金額が大きくなることがわかる．これは，割引率が小さ

くなると，現在価値化した便益が大きくなり，より大規模な対

策を図ることができることが要因と考えられる． 

 

(4) 気候変動と景気変動の振れ幅の比較 

 気候変動による損益分岐点の振れ幅を図-10に，景気

変動による損益分岐点の振れ幅を図-11に示す．図-10を

みると，今後の気候変動予測により現況から気温が4℃

上昇すると，割引率が4.00％の場合は0.03(=2.29-2.26)兆

円，3.91％の場合は0.03(=2.36-2.33)兆円，3.10％の場合は

0.02(=3.02-3.00)兆円の振れ幅であることがわかる．図-11

をみると，割引率が3.10％から3.91％の間の振れ幅は，

現況では0.66(=3.02-2.36)兆円，気温が2℃上昇した場合で

は0.67(=3.01-2.34)兆円，気温が4℃上昇した場合では

0.67(=3.00-2.33)兆円の振れ幅であることがわかる．これ

らから，現況から気温が4℃上昇した場合(最大で0.03兆

円の振れ幅)より，割引率を4.00％と設定した際に参考にした 

現況     ：区間確率89％を占める 

気温が２℃上昇：区間確率88％を占める 

気温が４℃上昇：区間確率86％を占める 
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図-12 10年もの国債の利回りの推移13) 

 

既往の指針4)に記載されている国債利回りの最大値と最小値

が50年間継続した場合(最大で0.67兆円の振れ幅)の損益分

岐点の振れ幅の方が22倍大きいことがわかる．国債利回りの

経年変化13)(図-12)をみると，近年は3.10％未満の国債利回り

が継続していることがわかる．これが継続すると，図-11の損

益分岐点の振れ幅よりも大きな振れ幅を想定し，排水機場の

費用対効果を評価することが求められる．そのため，排水機

場の費用対効果分析にあたっては，割引率の設定に留意す

ることが重要と考えられる． 

 

 

5. まとめ 

 

気候変動と景気変動による排水機場整備の損益分岐点の

感度分析から，これら変動による損益分岐点の振れ幅を評

価し，割引率設定の重要性を考察した．得られた知見を以下

に記す．今後，徳島県以外の地域でも同様の知見が得られ

るか，検討が必要と考える． 

(1)  排水機場整備のみで内水対策を行うことの限界 

整備される排水機場の小流域内合計排水能力が20.6m3/s

以上となると，費用が便益を上回り，損益分岐点が発生した．

損益分岐点が存在することは，排水機場整備のみで内水対

策を行うことに費用対効果の面で限界があることを示唆して

おり，排水機場以外の対策オプションを組み合わせて，内水

対策を行うことが重要と考えられる． 

(2) 割引率の設定の重要性 

気候変動と景気変動の排水施設整備による損益分岐点

の振れ幅を比較すると，景気変動の方が気候変動より22倍

大きいことがわかった．そのため，排水機場の費用対効果の

評価にあたっては，割引率の設定に留意することが重要と考

えられる． 
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IMPORTANCE OF SETTING DISCOUNT-RATES  

CONSIDERED THE COST-EFFECTIVENESS ANALYSIS 

OF DRAINAGE PUMP STATION CONSTRUCTION IN TOKUSHIMA PREFECTURE 
 

Manabu MIYOSHI, Takao TAMURA, Yasunori MUTO, and Hiroshi AKI 
 

Inland water damage was calculated by inland water inundation analysis and flood control economic 

survey, in Tokushima prefecture. The inland water inundation analysis was also carried out by adding the 

drainage capacity of the pump station assuming new development to drainage outside the levee. The ben-

efit from drainage pump station construction was the different from inundation-damage before and after 

the construction of the drainage pump station. On the other hand, the cost was calculated from the cost-

function for the construction of the drainage pump station. The cost-effectiveness(benefit) analyzes calcu-

lated the breakeven-point. With regard to this breakeven-point, sensitivity analysis was performed when 

climate change was assumed (current situation, temperature rises by 2 °C, temperature rises by 4 °C) and 

economic fluctuations (discount rates are 3.10%, 3.91%, 4.00%). As a result, breakeven-swing of eco-

nomic fluctuation is 22 times larger than one of climate change, so setting discount rates is important in 

assessing the cost-effectiveness of drainage station construction. 

3.10％ 
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